
別記第12号様式（第16条関係） 巨
土砂等発生元証明書

平成00年00月00日
和歌山県知事 0000 様

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）
発生元事業者 和歌山県AA市AA町AA番地

責任者氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
A建設株式会社 代表取締役 紀伊 三郎 ®

電話番号 073-000ー△△△△

土砂等の発生について、次のとおり証明 します。
なお、これらの土砂等は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第2条第1項に規定する廃棄

物ではあり ません。

採取場所 の 所 在 地 和歌山県A郡A町A字A番地ほか
証明に係る土砂等 工 事 名 A団地造成工事
が 建 設工事等に 和歌山県AA市AA町AA番地より 発生した場合 発 注 者
にあっては、建設 A建設株式会社 代表取締役 紀伊 三郎

工 事 等 の概要 工事施工期間 平成00年00月00日 ～平成00年00月00日

当 該工事に係る 土 砂 等 発 生量 1 0, OOOrrr 
（うち今回の搬入量 6, 000五）

今 回 の証 明 に 係 る 土 砂等の量 �. 000五（4, 000 rrf以内）

発生土砂等の汚染状況についての に）
． 佃'‘‘‘ 

検査結果の 証 明書の有無

発 生 土 砂 等 の 区 分 (_1の（豆1の（2）、2

証明に係る土砂等の運搬事業者の 和歌山県B市B町BB番地

住所、氏名及び電話番号（法人にあ B建設株式会社
代表取締役 紀州 三郎

っては、その名称、代表者又は主た
る事務所の所在地及び電話番号） 073-000ー◇◇◇◇

証明に係る土砂等の使用者の住所、 和歌山県00市OOIBJOO丁目00番地
氏名及び電話番号（法人にあっては、 00株式会社
その名称、代表者又は主たる事務 代表取締役 和歌山 太郎
所 の 所 在 地 及 び 電 話 番 号 ） 073-000ー△△△△

備考
1 発生土砂等の区分については、産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止

に関する条例施行規則別表第4第4項 の表中土砂等の区分欄の 1の(1)、1の(2)、2の
区分に該当するものを0で囲むこと 。

2 氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）を記載し、押印することに代えて、本人（法
人にあっては、その代表者）が署名することができる。
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別記第6号様式（第11条、 第16条、 第22条関係）

検査試料採取調書

巨

平成00年00月 00 日
和歌山県知事 0000 様

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）
採取者 和歌山県AA市AA町AA番地

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
00株式会社 代表取締役 和歌山 太郎 ®

電話番号 073-000ー△△△△

別添土壌検査結果証明書（水質検査結果証明書）の検査試料 を次のとおり採取しました。

採取した試料の検査結果
を証 明す る書面に A-13579
記 載された発行番 号

G)表土 ． 搬入 •G) 廃 止 ・ 完了 ）

検 体 区 ノ刀‘

浸透水（定期・廃止 ・ 完了）

採 取 年 月 日 平成00年00月 00 日

採 取 日 の 天 候 晴れ

土砂等の採取の場合に
表土• 5~50cm （表土の検査の場合）

あ っ て は 、 採 取深度
45cm （搬入する土砂等の検査の場合）

備考
1 試料採取は、計量証明を行う者の計菫管理下で行う こと。
2 氏名（法人にあっては、その代表者の氏名） を記載し、押印することに代えて、本人（法

人にあっては、その代表者）が署名することができる。
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·I パターン① I
別記第11号様式（第16条関係）

和歌山県知事様

検査済み土砂等を発生場所から

直接特定事業場へ搬入する場合

土砂等搬入届出書

届出者

年 月 日
搬入期間以前であるか

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

住所 ・ 氏名・電話番号•印鑑があるか 印

電話番号

年 月 日付け和歌山県指令 第 号で許可を受けた特定事業について、土砂等を搬入
したいので、産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例第26

条の規定により、関係書類を添えて次のとおり届け出ます。

土砂等の採取場所の所在地 土砂等発生元証明書の「採取場所の所在地」と突合

土砂等の採取場所の責任者の住所 、

別添のとおり
氏名及び電話番号

当該採取場所からの搬入予定量

土砂等の搬入予定羹 特定事業場への搬入全体量 (A)ボ

（うち今回の搬入呈今回の搬入呈(8)ボ）

年 月 日～ 年 月 日

土砂等の搬入期間
・搬入開始が土砂等搬入居否提出以降であるか
•土砂等発生元証明書の「工事施工期間」内になっているか

土砂等の運搬事業者の住所 、

土砂等発生元証明書の「運搬事業者」と突合
氏名及び電話番号

添付害類

1 土砂等に係る売渡証明書その他の土砂等を譲渡したことを証する書類又は当該土砂等の発生場所の
責任者が発行した土砂等発生元証明書

2 検査試料採取調書及び当該土砂等の検査結果を証明する書面（環境計呈士が発行したものに限
る。）。 ただし、産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例施行規則第16条
第4項各号のいずれかに該当する場合にあっては 、 これら書面の添付を省略することができる。

3産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例施行規則第第16条第4項
第2号に該当する土砂等である場合にあっては、 当該土砂等に係る売渡証明書その他の当該土砂等を譲渡
したことを証明する書面及び採石法、砂利採取法その他の法令等に基づき許認可を受けていることを証明
する書面

備考氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）を記載し、 押印することに代えて、 本人（法人にあっては、
その代表者）が署名することができる。

（日本産業規格A列4番）









I パターン② I 
別記第11号様式（第16条関係）

和歌山県知事様

10ボ未満の土砂を搬入する場合

土砂等搬入届出書

届出者

年 月 日
搬入期間以前であるか

住所（法人にあっては、 主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、 名称及び代表者の氏名）
住所・氏名・電話番号・印鑑があるか 印
電話番号

年 月 日付け和歌山県指令 第 号で許可を受けた特定事業について、土砂等を搬入したいので、
産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例第26条の規定により、関係書類
を添えて次のとおり届け出ます。

土砂等の採取場所の所在地 土砂等発生元証明書の「採取場所の所在地」と突合

土砂等の採取場所の責任者の住所｀

別添のとおり氏名及び電話番号
当該採取場所からの搬入予定塁

土砂等の搬入予定呈 特定事業場への搬入全体蓋(A) rri 
（うち今回の搬入呈今回の搬入蚤（B）ボ）

年 月 日～ 年 月 日
土砂等の搬入期間 ・搬入開始が土砂等搬入届書提出以降であるか

•土砂等発生元証明書の「工事施工期間」内になっているか

土砂等の運搬事業者の住所 、 土砂等発生元証明書の「運搬事業者」と突合氏名及び電話番号

添付書類

1 土砂等に係る売渡証明書その他の土砂等を譲渡したことを証する書類又は当該土砂等の発生場所の責
任者が発行した土砂等発生元証明書

2 検査試料採取調書及び当該土砂等の検査結果を証明する書面（環境計豆士が発行したものに限る。）。
ただし 、 産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例施行規則第16条第4項
各号のいずれかに該当する場合にあっては、 これら書面の添付を省略することができる。

3産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例施行規則第第16条第4項第
2号に該当する土砂等である場合にあっては、当該土砂等に係る売渡証明書その他の当該土砂等を譲渡し
たことを証明する書面及び採石法 、 砂利採取法その他の法令等に基づき許認可を受けていることを証明す
る書面
備考 氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）を記載し 、 押印することに代えて、 本人（法人にあっては、
その代表者）が署名することができる。

（日本産業規格A列4番）



別記第12号様式（第16条関係）

土砂等発生元証明書

年 月 日
和歌山県知事 様 搬入届出日以前であるか

住所（法人にあっては、 主たる事務所の所在地）
発生元事業者

丙任者氏名（法人にあっては、 名称及び代表者の氏名）
土壌検査結果証明書等の発生事業者と一致しているか

印
電話番号

土砂等の発生について、 次のとおり証明します
なお、これらの土砂等は、 廃棄物の処理及び清

。

掃に関する法律第2条第1項に規定する廃棄物ではありま
せん 。

採取場所の所在地 土砂等搬入届出書突合。

証明に係る土砂等が建設 工事名 記入されているか。
工事等により発生した場合 発注者にあっては、 建設工事等の
概要 工事施工期間 年 月 日～ 年 月 日

当該工事に係る土砂等の発生量
設計における発生星（全体）ボ

（うち今回の搬入量特定事業場への搬入全体呈 (A)m)

今回の証明に係る土砂等の量 今回の搬入呈 (B) rri (4,000rri以内）

発生土砂等の汚染状況についての 有 ・@
検査結果の証明書の有無 10ボ未満では省略可

発生土砂等の区分 1の (1) 、 1の(2) 、 2
区分の詳細については 、 条件手引き第3編p63参照

証明に係る土砂等の運搬事業者の住所、氏
名及び電話番号（法人にあっては、その名称、 土砂等搬入届出書の運搬事業者と一致しているか
代表者又は主た務所の所在地及び電話番号）

証明に係る土砂等の使用者の住所 、 氏名及
び電話番号（法人にあっては、その名称、代表 土砂等搬入届出書の届出者と一 致しているか
者又は主たる事務所の所在地及び電話番号）

備考
1 発生土砂等の区分については、産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理
防止に関する条例施行規則別表第4第4項の表中土砂等の区分欄の 1 の (1) 、1の(2) 、 2の
区分に該当するものを0で囲むこと。
2 氏名（法人にあっては 、 その代表者の氏名）を記載し、押印することに代えて、 本人（法人に
あっては、その代表者）が署名することができる。

（日本産業規格A列4番）



I パターン③ I 
別記第11号様式（第16条関係）

和歌山県知事様

建設発生土管理基準による搬出
土砂証明書が添付されている場合

土砂等搬入届出書

届出者

年 月 日
搬入期間以前であるか

住所（法人にあっては、 主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
住所・氏名・電話番号・印鑑があるか 印

電話番号

年 月 日付け和歌山県指令 第 号で許可を受けた特定事業について、土砂等を搬入したいので、

産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例第26条の規定により、関係書類
を添えて次のとおり届け出ます。

土砂等の採取場所の所在地 土砂等発生元証明書の「採取場所の所在地」と突合

土砂等の採取場所の責任者の住所、
別添のとおり氏名及び電話番号

当該採取場所からの搬入予定量
土砂等の搬入予定景 特定事業場への搬入全体羹（A) ni 

（うち今回の搬入量今回の搬入曇 (B)m)

年 月 日～ 年 月 日
土砂等の搬入期間 ・搬入開始が土砂等搬入届菩提出以降であるか

・土砂等発生元証明書の「工事施工期間」内になっているか

土砂等の運搬事業者の住所、 土砂等発生元証明書の「運搬事業者」と突合
氏名及び電話番号

添付書類

1 土砂等に係る売渡証明書その他の土砂等を譲渡したことを証する書類又は当該土砂等の発生場所の
責任者が発行した土砂等発生元証明書

2 検査試料採取調書及び当該土砂等の検査結果を証明する書面（環境計蓋士が発行したものに限
る。）。 ただし、産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例施行規則第16条
第4項各号のいずれかに該当する場合にあっては、 これら書面の添付を省略することができる。

3産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例施行規則第第16条第4項
第2号に該当する土砂等である場合にあっては、当該土砂等に係る売渡証明書その他の当該土砂等を譲渡
したことを証明する書面及び採石法、 砂利採取法その他の法令等に基づき許認可を受けていることを証明
する書面
備考氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）を記載し、押印することに代えて、本人（法人にあっては、
その代表者）が署名することができる。

（日本産業規格A列 4番）



別記第 12号様式（第16条関係）

土砂等発生元証明書

年 月 日

和歌山県知事 様 搬入届出日以前であるか

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）
発生元事業者

土砂等の発生について、次のとおり証明します。

責任者氏名（法人にあっては、 名称及び代表者の氏名）
土壌検査結果証明書等の発生事業者と一 致しているか

印
電話番号

なお、これらの土砂等は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第2条第1項に規定する廃棄物ではあり
ません。

採取場所の所在地

証明に係る土砂等が建設 工事名

工事等により発生した場合 発注者
にあっては、建設工事等の
概要 工事施工期間

当該工事に係る土砂等の発生呈

今回の証明に係る土砂等の翌

発生土砂等の汚染状況についての
検査結果の証明書の有無

発生土砂等の区分

証明に係る土砂等の運搬事業者の住所、氏
名及び電話番号（法人にあっては、その名称、
代表者又は主た務所の所在地及び電話番号）

証明に係る土砂等の使用者の住所、氏名及
び電話番号（法人にあっては、その名称、代表
者又は主たる事務所の所在地及び電話番号）

備考

搬出土砂証明書の発生場所と突合

搬出土砂証明書の工事名と突合

搬出土砂証明書を発行している自治体

年 月 日～ 年 月 日
搬出土砂証明書の工事施工期間と一 致しているか

設計における発生墨（全体）ボ

（うち今回の搬入最特定事業場への搬入全体羹 (A)m)

今回の搬入彙 (B) ボ C4,ooom以内）

有 ・ 冨
原本ではなく 、 写し添付 合は「無」にマル

1の (1)、 1の (2)`2
区分の詳細については｀条件手引き第3編p63参照

土砂等搬入届出書の運搬事業者と一 致しているか

土砂等搬入届出書の届出者と一 致しているか

1 発生土砂等の区分については｀産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理
防止に関する条例施行規則別表第4第4項の表中土砂等の区分欄の1の (1)、1の (2) 、 2の
区分に該当するものを0で囲むこと。
2氏名（法人にあっては 、 その代表者の氏名）を記載し、押印することに代えて 、 本人（法人に
あっては、その代表者）が署名することができる。

（日本産業規格A列4番）



I パターン(4) | 
別記第11号様式（第16条関係）

和歌山県知事 様

中間処分場から搬入の場合

土砂等搬入届出書

届出者

年 月 日
搬入期間以前であるか

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

住所・氏名・電話番号•印鑑があるか 印

電話番号

年 月 日付け和歌山県指令 第 号で許可を受けた特定事業について、土砂等を搬入したいので、
産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例第26条の規定により、関係書類
を添えて次のとおり届け出ます。

土砂等の採取場所の所在地 処分場所在地

土砂等の採取場所の責任者の住所、
別添のとおり

氏名及び電話番号

当該採取場所からの搬入予定量

土砂等の搬入予定壷 特定事業場への搬入全体量(A)ボ

（うち今回の搬入歪今回の搬入呈(B)ボ）

年 月 日～ 年 月 日

土砂等の搬入期間 ・搬入開始が土砂等搬入届書提出以降であるか
・土砂等発生元証明書の「工事施工期間」内になっているか

土砂等の運搬事業者の住所、
土砂等発生元証明書の「運搬事業者」と突合

氏名及び電話番号

添付書類

1 土砂等に係る売渡証明書その他の土砂等を譲渡したことを証する書類又は当該土砂等の発生場所の
黄任者が発行した土砂等発生元証明書

2 検査試料採取調書及び当該土砂等の検査結果を証明する書面（環境計羹士が発行したものに限
る。）。 ただし、産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例施行規則第16条
第4項各号のいずれかに該当する場合にあっては、これら書面の添付を省略することができる。

3産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例施行規則第第16条第4項
第2号に該当する土砂等である場合にあっては、 当該土砂等に係る売渡証明書その他の当該土砂等を譲渡
したことを証明する書面及び採石法、砂利採取法その他の法令等に基づき許認可を受けていることを証明
する書面

備考氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）を記載し、押印することに代えて 、 本人（法人にあっては、
その代表者）が署名することができる。

（日本産業規格A列4番）



別記第12号様式（第16条関係）

土砂等発生元証明書

年 月 日
搬入届出日以前であるか

和歌山県知事 様

発生元事業者
住所（法人にあっては、 主たる事務所の所在地）

資任者氏名（法人にあっては｀ 名称及び代表者の氏名）
中間処分場等の住所・氏名•印鑑

印

電話番号

土砂等の発生について、次のとおり証明します。

なお、これらの土砂等は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第2条第1項に規定する廃棄物ではあり
ません。

採取場所の所在地 土壌検査結果証明茜等の発生場所と突合（複数の場合は一笈表添付）

証明に係る土砂等が建設 工事名 土壌検査結果証明苦等の発生場所と突合（複数の場合は一翌表添付）
工事等により発生した場合

発注者 （複数の場合は一 覧表添付）にあってば建設工事等の
概要（中間処分場等経由の

年 月 日～ 年 月 日場合においても搬入元のエ 工事施工期間
事概要を記載） （複数の場合は一 覧表添付）

当該工事に係る土砂等の発生鐙
設計における発生量（全体）rri

（うち今回の搬入量特定事業場への搬入全体盪 (A) 而）

今回の証明に係る土砂等の量 今回の搬入星(B)ボ（4,000ボ以内）

発生土砂等の汚染状況についての 有 •GD
検査結果の証明書の有無 原本ではなく 、 写し添付の場合は「無」にマル

発生土砂等の区分
1の(1)、1の(2)、2

区分の詳組については 、 条件手引き第3編p63参照

証明に係る土砂等の運搬事業者の住所、氏
名及び電話番号（法人にあっては、 その名称 、 土砂等搬入届出書の運搬事業者と一 致しているか
代表者又は主た務所の所在地及び電話番号）

証明に係る土砂等の使用者の住所、氏名及
び電話番号（法人にあっては、 その名称 、 代表 土砂等搬入届出書の届出者と一 致しているか
者又は主たる事務所の所在地及び電話番号）

備考

1 発生土砂等の区分については、 産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理
防止に関する条例施行規則別表第4第4項の表中土砂等の区分欄の1の(1)、 1の(2)、 2の
区分に該当するものを0で囲むこと。

2 氏名（法人にあっては、 その代表者の氏名）を記載し 、 押印することに代えて、 本人（法人に
あっては、その代表者）が署名することができる。

（日本産業規格A列4番）





様式ー2

汚染要因に 関する調査票

事業年度 1区分 I公 ・ 単 事業名1 土砂等発生元証明書と突合
工事箇所 搬出土砂証明書に記載の工事箇所
工 期 搬出土砂証明書に記載のエ期

調 査 年月日 年 月 日～
調査事務所名 この書類を作成した事務所（建設部等。

年 月 日 検査機関の名称でも受付けている。）
No 土 地 環 境
① 

□同一事業区間及び、

一連の区画 継続事業の場合
において土壌検査結果がない土地 隣接した先行工事名

実施年度
② 口資料の業種の工場・事業場用地

又は過去に工場・事業場として
使用された土地

業務分目 （継続事業の場合）
既存の土壌検査結果証明書に記載の先

③ 口 明らかに汚染された履歴のあるj 行工事と突合

④ 口 過去に楽品等により土壌改良等
の処理をした土地

①汚染要因の確認調査結果から当該土地環境項目に該当しないため、環境基準に適
合している。

土砂の環境基 ②継続事業であり、隣接した先行工事での汚染要因の確認調査結果から当該土地環
準の判断区分 境項目に該当しないため、環境基準に適合している。

③汚染の恐れを有する為、土壌検査を実施した結果 、 別添土壌検査結果のとおり環境
基準に適合する。

判 定
口当該工事箇所の土砂は、上記土砂の環境基準の判断区分②により環境基準に適合している。
口当該工事箇所の土砂は、環境基準に適合していない。 判定区分にチェック、番号が記載されているか

●上記土地環境の項目が該当する場合は■とし、上記「土地環境」欄②の「業務分類」欄には「資料」(P8参
照）から選択記入。また判定欄についても該当する項目を■とする。
●土地環境については、履歴調査等を参考とすること。
●上記土地環境の4項目のいずれかに該当する土地は、土壌検査が必要である。
●維持管理事業及び災害復旧事業については、本調査を省略することができるものとする。



参考様式1（規則第11条、第16条、第22条関係）

土壌検査 結果証明書（参考）

様
年 月 日

発行番号
分析機関名
代表者

検査試料採取書の番号と突合

所在地
電話番号
計蓋証明事業所の所在地
計呈証明事業所の登録番号

印

環境計呈士 氏名 、印鑑があるか印

年 月 日に依頼のあった検体について、平成3年環境庁告示第46号付表に定める方法により検
液を作成し、計呈した結果を下記のとおり証明します。（検体区分・番号）
―計豆の対象 単位 測定値 定量下限値 基準値 測 定方 法

カドミウム mg/I . • • 
• 0.01 （規則別表1に記載している中で作業する記載方法を記入）

全シアン mg/I 不検出 ” 

;、· ` 
有機燐 mg/I 不検出 ” 

鉛 mg/I 0.01 ” 

六価クロム mg/I 0.05 ” 

砒素 mg/I 0.01 ” 

総水銀 mg/I 0.0005 ” 

アルキル水銀 mg/I 9 , • � 不検出 ” 

PCB mg/I 不検出 ” 

ジクロロメタン mg/I 0.02 ” 

四塩化炭素 mg/I 

基

測

超な

定

準
い
えか値て
値

確
ぃがを

0.002 ” 

クロロエチレン（別名
塩化ビニル又

は
塩化 mg/I 0.002 ” 

ビニルモノマー）
1,2ージクロロエタン mg/I 

を
いは
（基超る受

認

場
え
付値合てな

0.004 ” 

1,1ージクロロエチレン mg/I 0.1 ” 

1,2—ジクロロエチレン mg/I 0.04 ” 

1,1,1ートリクロロエタン mg/I 1 ” 

1,1,2ートリクロロエタン mg/I い） 0.006 ” 

トリクロロエチレン mg/I 0.03 ” 

テトラクロロエチレン mg/I 0.01 ” 

1.3ージクロロプロペン mg/I 0.002 ” 

チウラム mg/I 0.006 ” 

シマジン mg/I 0.003 ” 

チオベンカルブ mg/I 0.02 ” 

ベンゼン mg/I 0.01 ” 

セレン mg/I 0.01 ” 

ふっ素 mg/I 0.8 ” 

ほう素 mg/I 1 ” 

1.4ージオキサン mg/I 
--

0.05 
検体の性状（任意記入） PH 形状 色 匂い

採取場所土砂等発生元証明書と突合
工事名：土砂等発生元証明書と突合

↑試料が該当工事のものであると確認できればよい，
（参考様式であり 、 無ければ計足証明菜者に確認し 、 当該工事の土砂であることを確認）

上記工事の施工業者：
計呈証明の事業の工程の一部を外部の者に行わせた場合 、 当該工程の内容、事業者の氏名及び

備考 事業所の所在地を記入。

↑証明棠者以外の者が採取した場合はこの梱を記載
（計凪法施工規則44条の2)

委託した工程（試料採取・検液作成・分析）
委託事業者の氏名又は名称：
委託事業者の所在地 ：




